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  テレワークの流れを止めない  

―今後企業が重視すること 

◆流れを読めていますか？ 

職種柄、どうしても実際に職場に出てくる

ことが必要な仕事というものもありますが、

テレワークやウェブ環境を通じた働き方は、

今後もより一層浸透していくことでしょう。 

しかし、今回のコロナ禍を機にテレワーク

を導入し始めた企業では、緊急事態宣言の解

除とともに、何となく（あるいはそそくさと）

旧来の働き方に戻ろうとの空気が漂い始め

ているのではないでしょうか。 

そのような新しい流れに対応できない企

業は、人材採用の面でも「テレワークすらと

り組めていない企業なんて……」と、就職先

の候補から外されてしまうことも起こるは

ずです。 

◆テレワークのメリット？ 

テレワークに、会社に対する直接的なメリ

ットを求める企業もあるようですが、それは

少し認識がずれている可能性があります。 

人生 100 年時代、70 歳までの雇用確保等

に向けて世の中が動き始めています。年齢・

性別にかかわりなく活躍してもらわなけれ

ば企業が生き残っていけない時代に、すでに

差しかかっています。（独）労働政策研究・

研修機構が行った「人生 100年時代のキャリ

ア形成と雇用管理の課題に関する調査」を見

ても、日本企業の雇用管理と長期勤続化の課

題として、働きやすい職場の実現に対する配

慮を重視されています。 

つまり、「ワーク・ライフ・バランスの向

上」、「育児・介護や病気治療と仕事の両立」、

「社員のストレスの削減」等が重視される時

代なのです。 

 

職種別に見ると、「専門的・技術的な仕事」「管

理的な仕事」で３割以上が「大きく変わった」

一方、「生産工程の仕事」「輸送・機械運転の仕

事」「建設・採掘の仕事」「運搬・清掃・包装等

の仕事」では６～７割が「特に変化はない」と

しています。 

また、柔軟な働き方の施策については、「特に

ない」が 46.3％で最多。「自宅での勤務」29.0％、

「時差出勤」16.3％、「短時間勤務」15.4%で、

柔軟な働き方が一般化したとまでは言えない状

況です。ただ、直近１週間の出勤日（営業日ベ

ース）については、「１～２日」が 37.3％で最多、

「０日」32.1％、「３～４日」21.1％、「５日以上」

9.5％で、２日以下の出勤が約７割を占めました。 

テレワーク実施における課題については、「職

場に行かないと閲覧できない資料・データのネ

ット上での共有化」48.8％が最多で、以下「Wi-Fi

など、通信環境の整備」45.1％、「部屋、机、椅

子、照明など物理的環境の整備」43.9％などが続

きました。「特に課題は感じていない」は 8.4％

にとどまり、多くの人が現状に不都合を感じて

いることが分かります。 

一方で、新型コロナウイルス収束後もテレワ

ークを継続したいかについては、「そう思う」

24.3％、「どちらかと言えばそう思う」38.4％と、

６割強が肯定的でした。 

ある程度予想された結果も多いといえます

が、これらの具体的な数字も踏まえ、企業とし

ては、今後予測される新型コロナウイルスの第

２波・第３波への備えはもちろん、多様な働き

方を取り入れながら生産性を高められるよう、

社内インフラの整備や社員教育、制度改革が求

められることになりそうです。 

7 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 健保・厚年の報酬月額算定基礎届の提出期限 

［年金事務所または健保組合］＜７月１日現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］ 

 

○ 特例による源泉徴収税額の納付＜１月～

６月分＞［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出［公

共職業安定所］＜前月以降に採用した労働者

がいる場合＞ 

○ 労働保険料の納付＜延納第１期分＞［郵便

局または銀行］ 

15 日 

○ 所得税予定納税額の減額承認申請＜６

月 30 日の現況＞の提出［税務署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況報告書の提出

［公共職業安定所］ 

31 日 

○ 所得税予定納税額の納付＜第１期分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出［労働基準監督

署］＜休業４日未満、４月～６月分＞ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または

銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月

末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付 

＜第 2 期＞［郵便局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場合があ

る。 

 

 （い い 労 務） 

いろいろな社員が活躍できるようにすることが、

回りまわって企業のメリットとなるのです。今後の

社会において、社員の働きがいを考えられない企業

は生き残れるでしょうか？ 

また、ＢＣＰ対策や企業イメージの向上につなが

るテレワークは、会社として重要なメリットである

はずです。 

感染拡大による働き方と意識の変化 

～日本生産性本部の調査結果 

◆労働時間・業務時間の変化、業種別 

・労働時間の変化 

労働時間・業務量・余暇時間とも「特に増減は無

い」が４割以上。労働時間は 43.2％、業務量は 37.6％

が「減少した」と回答した一方、余暇時間は 42.8％

が「増加した」と回答しました。また、労働時間の

増減は業種による差が大きく、特に宿泊業では

100％、飲食サービス業では 89.2％で「減少した」と

答えました。 

勤め先の業績（65.3％）、今後の自分自身の雇用

（47.7％）、今後の収入（61.8％）と、いずれも「不

安」を感じている人が多いという結果です。 

今後の雇用への不安感は業種による差が大きく、 

宿泊業（85.7％）、飲食サービス業（75.7％）、 

医療・福祉（65.0％）、生活関連サービス業（63.0％）

で「不安」の割合が多くなっています。 

一方、勤め先による健康への配慮は、雇用形態や

性別等の属性に関わらず 68.7％が肯定的で、信頼の

程度は、性別・雇用形態等の属性に関係なく「信頼

している」「まずまず信頼している」が約７割、「あ

まり信頼していない」「信頼していない」が約３割で

した。 

◆新型コロナウイルス感染症による働き方の変化 

働き方については、「特に変化はない」が 40.7％で

最多、「多少変わった」が 35.0％、「大きく変わった」

が 24.3％でした。 
 


